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要旨　前稿では，2010年代前半に提示された，Akingbola（2013）とRidder and McCandless

（2010）による非営利組織における SHRM に関する理論的モデルについて検討してきた。

本稿では，その後の研究の動向について検討した上で，非営利組織の SHRM という領域

において現時点において残されている課題を示す。

Abstract  In the previous paper, we have examined the theoretical models of SHRM in 

nonprofit organizations presented in the early 2010s by Akingbola （2013） and Ridder 

and McCandless （2010）.  In this paper, we review subsequent research trends and present 

remaining issues in the area of SHRM in nonprofit organizations.
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前稿では，2010年代前半に提示された，Akingbola（2013）とRidder and McCandless

（2010）による非営利組織における SHRM に関する理論的モデルについて検討してきた。

Akingbola は SHRM の文脈的要因に関する議論を強調し，組織外部の利害関係者との関

係をより詳細に反映するモデルを提示した。一方，Ridder らは組織内部における戦略と

人事施策との適合を強調するモデルを提示した。

しかし，どちらのモデルも戦略と HRM との適合についての検討に留まっており， 

HRM が職員の心理的側面にどのような影響を及ぼしているか，組織の成果にどのように

つながっているのかについては検証されておらず，課題が残っていることを前稿で指摘

した。
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本稿では，その後の研究の動向について検討した上で，非営利組織の HRM という領

域において現時点において残されている課題を示す。

９．非営利組織における  HRM 研究の整理

前節でも見たように，非営利組織の SHRM に関する研究の主要な理論的アプローチは，

Akingbola（2013）の文脈的要因を重視する HRM モデルと Ridder and McCandless

（2010）の HR アーキテクチャモデルがあるのみである。しかし，その後の実証研究では

その構成要素が断片的に扱われるのみで，非営利組織の SHRM に対する包括的な理解に

は至っていない。2 つの理論モデルが提示された後，それらでは扱われていない新たな

知見 (159) が示されたものの，それらを非営利組織の SHRM モデルにどのように組み込むべ

きかが議論されないままになっていた。その結果として，研究の数は増えていったもの

の，この領域自体が断片化されたままの状態が10年近く続いていた。

しかし，2020年代に入り，この点を問題視し，この領域における知見をまとめることに

よって課題を明らかにし，将来の研究の方向性を示そうとする研究が出現し始めた。これ

までの知見を自らの HR アーキテクチャモデル（Ridder and McCandless, 2010）に取り

込む形でモデルの精緻化を試みたBaluch and Ridder（2020）と，特に数の上で多くを占

める小規模な非営利組織の SHRM に特化して検討を行っている Slattena et al.（2021）

である。本節ではこの 2つの研究について検討する。

①　HRアーキテクチャ研究のマッピング（Baluch and Ridder）

Baluch and Ridder（2020）は，非営利組織の SHRMについて，Denyer and Tranfield

（2009）による体系的レビューの手続きに従って，2008年から2017年までに刊行された非

営利・公共経営，企業経営， HRM に関するジャーナルを検索し，最終的に74本の論文を

選び，レビューした。

刊行された論文の件数については，2009年から2015年にかけて増加しているが，最も多

い年でも12本であることから，この領域はまだ黎明期であるとされている。また，対象と

なった論文が多く掲載されている雑誌は，Voluntas，International Journal of Human 

Resource Management，Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly，Nonprofit 

　(159) 　例えば，複数のケースを検討することによって非営利組織の発展段階と発展経路による結果
の違いにパターンがあることを示したValeau（2015）などが挙げられる。
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Management and Leadership など，HRM よりも非営利組織経営分野の雑誌である。こ

のことは非営利組織において HRM が重要なトピックであると見られているのに対して，

HRM の分野にとって非営利組織における HRM の問題がまだ十分に多くの関心を寄せ

られておらず，非営利組織の HRM における知見が HRM の分野に十分な貢献をもたら

していると見なされていないことを示唆しているとBaluch らは述べている(160)。

Baluch らは，非営利組織の SHRM 研究を人事施策の内容，実施プロセス，成果とい

う３つの研究カテゴリーに沿って対象となった論文に対してコーディングを行い，そこか

ら新たなテーマを浮かび上がらせることによって，図１に示されているようなマップを提

示している。

第１に，人事施策の内容を扱った研究群からは，人事施策の内容を規定する要因として，

緊張関係，経営者の裁量，反応の多様性という新たな研究テーマが明らかにされた。緊張

関係とは，コスト削減要求につながる政策の変更，財政的支援の減少，非営利組織間の競

争など，外部からの圧力と組織独自の価値観との間に生まれるものを指す。これらの圧力

は非営利組織における雇用や仕事の質に影響を及ぼす。緊張関係の内容は組織の置かれた

環境条件や組織の発展段階における位置によって異なるが，同じ条件に置かれていても経

営者の裁量の余地は残されていることから，それが反応の多様性につながっている。

　(160)　Baluch and Ridder （2020：7）

社会関係資本

図１　非営利組織の  SHRM 研究のマッピング
　 出所：Baluch and Ridder（2020：12）
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戦略志向に関しては，文脈や組織目標の違いによって人事施策の使い方が異なることが

明らかになっている。他方で，資源志向に関しては組織のミッションと強い整合性を持っ

た人的資本から資源志向の非営利組織はスタートしていることや，高い内発的モチベー

ションや組織文化が職員のリテンションにつながることが確認されたことに加えて，資源

志向を扱った研究が社会的行動の源泉としての関係性の役割に注目するソーシャル・キャ

ピタルの議論を内包していることが明らかになっている。

HRM コンフィギュレーション（人事施策の組み合わせによって生じるパターン）に関

しては，管理的 HRM と従業員志向の HRM，それらのハイブリッドという 3つのタイプ

があることが確認されている。管理的 HRM は多くの非営利組織で行われており，官僚

的な HRM へのアプローチと外部環境の変化に対するアドホックな対応によって特徴づ

けられ，賃金や教育訓練機会の削減，労働時間の延長など，職員に対する雇用面での保護

が損なわれることにつながっている。他方，従業員志向の HRM を反映した実証研究は

わずかしかないが，ソーシャル・キャピタルを利用することによってミッションに賛同

する職員を採用している例や，職員が組織のミッションを内面化する際に研修や人材育

成が必要であることなどが明らかになっている。また，このレビューによって新たに

ハイブリッドというタイプが提示されている。Ridder and McCandless（2010）では

HRM コンフィギュレーションは 4つのタイプが提示されていたが，戦略志向も HR 志向

も高い価値主導型に適合する組織や戦略指向型に完全に対応する組織がなく，むしろ戦略

志向を基本的には重視しつつ人的資源志向にも留意する組織が多くあることから，矛盾

する要求のバランスをとろうとする組織が実施する HRM がハイブリッドとして分類さ

れている(161)。

第２に，人事施策実施のプロセスを扱った研究群からは，リーダーシップ・スタイルと

人材育成の重要性，ナレッジ・マネジメントの重要性，組織が人事施策に込めた意図と

人事施策に対する職員の知覚とのギャップ，職員の期待の低さというテーマが浮かび上

がってきた。特に，組織の意図と職員の知覚とのギャップについては，営利組織と比較し

て研究が非常に少ないことが指摘されているが，非営利組織においては急激な環境変化に

よるトラブル対応などの業務に追われることによって評価制度と実際の評価との間に

ギャップが生じることや，意思決定者の間で人的資源管理制度に込められた意図に関する

合意が十分になされていないことなどが見いだされている(162)。また，非営利組織において

　(161)　Baluch and Ridder （2020：16）

　(162)　Baluch and Ridder （2020：17）
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は，初歩的な（最低限のものしか備えていない）人事施策に対して肯定的な認識が多く見

られることから，職員の人事施策に対する期待が低く，報われる行動の種類についての共

通認識が形成されていないことも明らかにされている(163)。

第３に，人事施策実施の成果を扱った研究群からは，組織コミットメントや職員の満足

度などの人事上の成果と財務的業績が扱われていることが明らかになった。人事上の成果

に関する研究においては，職員と組織とのミッションや価値観とを強く結びつける人事施

策の重要性が多く指摘されており，組織コミットメントの先行要因として心理的契約の

履行，意思決定への参加を含む手続き的公正，報酬の公平性に対する知覚などが挙げられ

ている。満足度に関しては，組織に対する誇り，倫理基準，組織内の信頼，仕事における

自律性などが職務満足やワークライフバランスに対する満足に影響を与えることが明らか

になっている。財務的業績に関する研究は数件しかなく，HRM の専門化と資金調達の

効率性の間に関係があることや，価値観が財務的業績にプラスの影響を与えていること

が断片的に示されているのみである。また，Baluch らは，多くの研究が単一の人事施策と

成果との関係を明らかにしようとするものであり，成果に対する複数の人事施策の複合的

な影響については検証していないことから，これらの検証の必要性を主張している(164)。

Baluch らは，以上の体系的レビューから示唆される今後の研究の方向性について述べ

ているが，それらは表１のようにまとめられる。

②　小規模な非営利組織に関するレビュー研究（Slatten et al., 2021）

Slatten らは，小規模な非営利組織 (165) の HRM に関する研究はあるにも関わらずあまり

注目されておらず，また統一的な視点がないことから断片化が進んでいるという問題意識

に基づいてレビューを行った。Slatten らは特にリテンション（従業員を定着させるため

の施策）に注目している。その理由は，営利組織が従業員に対してより高く，より競争力

のある賃金や福利厚生を提供できるのに対して，非営利組織にはそのような能力がないた

め，人材確保が難しく，離職率が高くなることが問題となっているからである(166)。すべて 

　(163)　Baluch and Ridder （2020：17）

　(164)　Baluch and Ridder （2020：17-18）

　(165)　Slatten らは，以下のように規模に基づいて非営利組織を分類している。
⑴ 年間収益が5000ドル未満で，有給スタッフがいない組織は法人化していない「非営利組織」。
⑵ 年間予算が10万ドル未満で，フルタイムの従業員が 1～ 2名の「零細非営利組織」。
⑶ 年間収入が10万ドル～25万ドルで，フルタイムの従業員が３～10名の「小規模な非営利組織」。
⑷ 年間予算が25万ドル～50万ドルで従業員が最大50名の「中規模非営利組織」。
⑸ 予算が50万ドルから100万ドルを超え，従業員50人以上の「大規模な非営利組織」。

　(166)　Slatten et al. （2021：51）
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の非営利組織は理事会によって運営されているが，日常業務を円滑に進めるために，特定

のプログラムに特化した職員やマネジャーなどの有給スタッフを通常擁しており(167)，彼ら

をマネジメントする組織の能力が運営の成否に影響を与える。そこで，Slatten らは，小

規模な非営利組織がどのような方法で従業員を集め，どのようなインセンティブや福利厚

生を提供しているのか，また，従業員を雇用した後，どのようなことが従業員の定着につ

ながるのかを探っている。

そこで，まず Slatten らは，小規模な非営利組織における人事施策がどのように研究

されてきたのかについて検討している。給与，労働条件，職務満足度，組織ポリシーなど

の要因はすべて，従業員のコミットメントと職務継続の意思を決定する上で大きな役割を

担っている（Joo, Yoon, & Jeung, 2012; Salami, 2008; Wallace, 2018）。

賃金の側面においては，非営利組織の従業員の中には，社会的にポジティブな展望を生

み出している組織で働くのであれば，賃金を減らしてでも働きたいと考える人がいるとい

　(167)　Slatten et al （2021：52）

内容 プロセス 成果

⒜ 経営者の裁量が組織外部か
らの圧力に対する HRM 対応
を形成しているかどうかを検
討すること。
　 ・緊張関係に対して非営利
組織はかなり多様な対応を
示している。

⒝ 非営利組織の人的資源志向
における構造的，認知的，関
係的ネットワークの役割を検
討すること。
⒞  従業員志向の HRM コン
フィギュレーションに焦点を
当てること。
　 ・管理的HRMに関する研究
が緩和状態。

⒟ハイブリッドな HRM コン
フギュレーションを探求するこ
と。

⒠ 実施プロセスにおけるナ
レッジマネジメントと人的資
源開発の役割を探り，HRM コ
ンフィギュレーションに対す
る従業員の知覚と反応を調査
すること。
　 ・非営利組織を対象とした
人的資源開発研究が増えて
いる→非営利組織の HRM
文献とは別に発展してきた
ことから，融合が必要。

　 ・非営利組織研究において
も人事施策に対する従業員
の知覚と反応の多様性を
扱った研究が必要（営利企
業を対象としたものはある）。

⒡ HRMのタイプや束の効果
を検証すること。
　 ・ 従業員関連の成果 （コ
ミットメント，モチベー
ション）は低賃金や困難な
労働条件による負の影響を
潜在的に上回ることを示し
ている。

　 ・組織成果や財務的業績に
ついての明確な証拠を見つ
けることは困難（ただし，
目標の達成度という指標の
提案はある）。

　 ・HRコンフィギュレーショ
ンと成果との関係を全体的
に見ることは未発展の領
域。

⒢ 内容，プロセス，成果の相互作用に注目すべき。
・外部からの圧力に対する反応と組織のライフサイクルとの関係性。
・内容とプロセスを組み合わせたアプローチ→HRMに対する従業員の知覚。
・人事システムと成果との関連性→定性的研究が多く→定量的研究はほとんどない。

表１　非営利組織の SHRM研究の今後の課題

出所：筆者作成
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う調査結果があり（Preston, 1989），それは従業員が組織の大義のために賃金を「寄付」

するという考え方を示唆しているという。また，従業員が仕事を楽しみ，快適な職場環境

を持ち，自分がコミュニティの一員であると感じ，組織文化が支援的でチーム志向であ

れば，一般的に低賃金を喜んで受け入れることができるという（Robineau, Ohana, & 

Swaton, 2015）。

職務内容の側面においては，Knapp，Smith，Sprinkle（2017）が，非営利組織の従業

員が職務内容よりも自分がどのように扱われるかを気にしているという知見を示してお

り，特定のマネジメント手法が職務満足度を向上させ，離職率を低下させることができる

ことを示唆している。

給与，福利厚生，インセンティブ，トレーニングプログラムなどの側面においては，非

営利組織の資金源に関する制限を検討している研究がある。個人や団体からの寄付，財団

からの助成金，政府からの資金提供は，一般的にプログラム固有のニーズに対する資金と

して使途を制限されていることから，給与，福利厚生，インセンティブ，トレーニングプ

ログラムなどは提供されていないことが多い (168)。このような環境では，従業員の離職率を

下げ，クライアントや顧客に対するサービスの中断を減らすための人事施策が必要である。

競争力のある給与，継続的なトレーニング，福利厚生のための予算が十分でないことは，

従業員の定着にマイナスの影響を与えることから，組織へのコミットメントを構築し，職

員と雇い主の関係や職員同士の関係に焦点を当てた行動が離職率を下げることができるこ

とを指摘する研究もある（Beudean，2009）。

また，非営利組織がサービスを提供し，最終的に成功するかどうかは，人的資本すなわ

ちスタッフの持つ能力が重要であることも指摘されている。より多くの人に基本的なニー

ズを提供し，より多くのサービスを提供するためには，非営利組織も営利組織でよく使わ

れる手法を使わなければならないが，そうすることでより効率的な組織となる一方で，従

業員が組織内での所有感や重要性を感じられるような職場環境を提供しなければならない

という圧力があることを示している。このような状況は，予算が少なく，知名度も低く，

従業員数も少ない小規模な非営利組織にとって，HRM においてどのような課題があるの

かを考えることが重要であると Slatten らは指摘している。

　(168) 　Gneezy et al.（2014）の研究結果によれば，給与や関連する福利厚生は，管理費や間接費に
含まれることが多いため，非営利組織は給与のような予算が必要な項目の資金調達に苦労して
いる。寄付者は，自分たちの寄付が直接的に影響を与えることを知りたがっており，寄付によっ
てスタッフの給与が支払われることで，「良いことをしている」という満足感を得られる人はほ
とんどいないと Slatten らは指摘している （2021：51）。
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次に，Slatten らは，小規模な非営利組織のリテンションには職員のコミットメントを高

めることが重要であるという問題意識の下，コミットメントの先行要因を検討している。

非営利組織では，中心的なミッションが職員を引きつけ定着させる手段として機能するこ

とから，職員のコミットメントを考慮することが特に重要であることが従来から指摘され

てきた（Brown & Yoshioka, 2003）。ミッションが正しく組織に浸透していれば，職員に

コミットメントの感覚を植え付け，組織の目的を達成するための軌道を維持することがで

きることも指摘されている（Brown & Yoshioka, 2003）。非営利組織の場合，従業員のモ

チベーションやコミットメントを高めることができる財源が一般的に限られているため，

従業員のコミットメントはしばしば非財務的な領域から生まれる必要があるという点で固

有の特徴を持っている（Alatrista & Arrowsmith, 2004）。ミッション以外にも，例えば

Turner Parish, Cadwallader, and Busch （2008） は，役割の自律性を経験することが従

業員の組織コミットメントを高めることにつながると指摘している。また，職員を会議や

ワークショップに参加させることで専門性を高める機会を提供することはコミットメント

にプラスの影響を与える可能性があるとBhati & Manimala（2011）は指摘している。

Slatten らは，図２に示すような小規模な非営利組織におけるリテンション・モデルを

提示している。リテンションの先行要因の第 1は，目的志向である。それは職員が自分の

価値観を組織の価値観と同一化することによって与えられ，取り組むべき目標をつくるこ

とにつながる(169)。小規模な非営利組織に魅了されがちな従業員は，通常，営利目的の環境

で働く従業員と比較して，異なる方法で動機づけられる。小規模な非営利組織は賃金が低

く，給与がモチベーションの主な要因となることは通常ない（Robineau et al.，2015） こ

とから，従業員が組織の目標達成を支援するために目的意識を持つ場合に，従業員は自分

自身に大きな期待を寄せる(170)。また，非営利組織の従業員にはプロフェッショナリズムが

欠けていることがあることから（Robineau et al., 2015），小規模な非営利組織の従業員

は一般的にある程度のプロフェッショナリズムを獲得することを目指している(171)。小規模

な非営利組織の将来のリーダーとなる世代は，戦略的思考，意思決定，財務管理など組

織に価値を与えるために必要な専門的スキルをより簡単に見つけることができるように

なったが，このような専門的なスキルを身につけるために時間をかける目的意識の高い

　(169) 　非営利組織の従業員は，他のタイプの組織に比べて，組織の価値観やミッションに対する信念，
そして仕事が自分自身の価値観とつながる機会を提供してくれることに，実際に魅力を感じ，
動機づけられていることが指摘されている（Bhati & Manimala, 2011）。

　(170)　Slatten et al. （2021：52）

　(171)　Slatten et al. （2021：52）
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職員は，その価値を小規模な非営利組織に浸透させることを決意している。組織の今後

の戦略的優先順位に関する意思決定に彼らが高いレベルで参加する機会は小規模な非営

利組織だからこそ提供できると Slatten らは指摘している(172)。

リテンションに影響を与える第 2の先行要因は，金銭的動機づけである。小規模な非営

利組織で働くかどうかを検討する重要な点は，営利目的のベンチャー企業で働く場合より

も一般的に賃金が低いことである（Jones, 2015）。この賃金差を受け入れる従業員もい

ると考えるが，それは彼らにとっては組織に価値を提供しているからであると Preston

（1989）は指摘している。もう一つの重要な点は，従業員がトレーニング中に低賃金から

始めて，最終的に高いポジションに上がる必要があることである（Ehrenberg & Smith, 

1994）。職員が一生懸命働いて組織に価値を提供することで，後に昇進して報酬が上がる

かもしれないと考えれば，低賃金でも受け入れることができるかもしれない。しかし，非

営利組織では昇進が起こりにくい可能性が高い（Hansmann, 1996）。以上のことから，

金銭的な理由で動く人物は，小規模な非営利組織に留まる可能性が低いという命題を

Slatten らは提示している(173)。

第 3 の先行要因は，自分の仕事に価値を見いだしているという感覚である。非営利組織

で働く社員は，意義のある社会的ミッションに向かって働けることに魅力を感じているこ

とが多い。ミッションに基づく価値観はポジティブな社会的ミッションとみなされ，従業

員が自らの価値観に適合すると考えるならば，外的報酬がない中で従業員が行う努力と

定義できる内発的モチベーションの一形態として機能しうる（Devaro & Brookshire, 

　(172)　Slatten et al. （2021：53）

　(173)　Slatten et al. （2021：53）

従業員の目的意識

金銭的動機づけ
従業員のリテンション

（定着）

伝統的な家族観

価値を見いだしているという感覚

図２　小規模な非営利組織におけるリテンション・モデル
　 出所：Slatten et al.（2021：53）
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2007）。内発的モチベーションに惹かれる従業員は，組織を改善するために働いているた

め，時として，より献身的で熱心な労働者になることがある（McDonald, 2007）。した

がって，自分の仕事に価値を見いだしていると感じている個人は，小規模な非営利組織に

留まる可能性が高い (174)。

第 4 の先行要因は，伝統的な家族観である。小規模な非営利組織は，低賃金であること

が知られている。また，小規模な非営利組織では職員が健康保険や退職金などの福利厚生

を受けられない傾向があるが，家族を大切にする政策がとられていることがよく知られて

おり，忠誠心や生産性の高い従業員を定着させることができるかどうかは，家族に配慮し

た福利厚生や人事政策があるかどうかによることが明らかになっている(175)。勤務形態には

さまざまな種類があるが，最も一般的で好まれるのは，パートタイム勤務，週休 2 日制，

フレックスタイム制である。多くの小規模な非営利組織は福利厚生を提供できないが，

提供できる組織は配偶者が働いている個人を惹きつけることが多い。そう考えると，非

営利組織で働く人の中には，配偶者の仕事から福利厚生を受けつつ，資源の限られた組織

で働くことを受け入れている人がいる可能性がある。また，小規模な非営利組織は一般

的な営利企業よりも従業員の家族のニーズに応える傾向があるというのも一般的な考え

方である。以上のことから，家族に関するインセンティブや価値観は，小規模な非営利組

織におけるリテンションを高めるという命題を Slatten らは提示している。

また Slatten らは，レビューを通じて今後の小規模な非営利組織の HRM について，以

下のような課題を提示している。

第 1に，賃金以外のインセンティブ，例えば，タレントマネジメントといった手法が職

員の組織への長期的なリテンションにつながるかどうかである。第 2に，柔軟な勤務形態

が，従業員が低賃金との引き換えになる「区別された報酬」となりうるかである。第 3

に，非営利組織の多くで大きな課題となっているキャリアアップをどのように実現させて

いくかである。非営利セクターでは，将来の非営利組織幹部の育成と準備に重点を置くよ

うになってきている（Stewart & Kuenzi, 2018）。第 4 に，個人的な成長の機会を提供す

る手段，意思決定に参加することによる所有感の創出，従業員に起業の機会を与えること

がリテンションにつながるかどうかである。小規模組織は，従業員にこうした貴重な体験

の機会を提供するのに適している。従業員が自主性を持ち，起業家精神を養い，特定のプ

ロジェクトや調査事項を選択し，意思決定プロセスに参加する機会を設けることに投資す

　(174)　Slatten et al. （2021：54）

　(175)　Slatten et al. （2021：54）



第70巻　第１号

228228

ることは，後に小規模な非営利組織に対して大きなメリットをもたらす可能性がある。

（Bhati & Manimala, 2011）。

Slatten らは，レビューした論文には 2つの点において限界があることを指摘している。 

　第 1 に，小規模な非営利組織の HRM に関する多くの研究は，クラウドソースによる

資金調達，他の非営利組織との競争，社会起業家精神，寄付者の維持・獲得，政府の規制

や税制改革の変化，関係性マーケティング，現代技術の変化など，非営利組織が直面する

最新の課題や圧力を考慮していないことである。第 2に，実施された研究の多くが類似の

結果をもたらしているということである。しかし，このことは必ずしも非営利組織の

HRM が硬直的な状況にあることを意味するわけではないだろう。多くの課題が明らかに

なっているにもかかわらず，非営利組織が何の対処もしていないということは考えにく

い。今後も非営利組織の HRM においては，さまざまな角度から多くの研究が行われる

ことが望まれる。

10．非営利組織における  SHRM  研究の課題

Baluch らや Slatten らによるレビューは，  2010年代を通じて実証研究が広がったこと

により断片化が進んでいた非営利組織の HRM 研究を体系的にまとめ直し，新たな課題

を提示したという点でこの研究領域の進展に大きく貢献していると言える。しかしながら，

それでも残された課題があるとわれわれは考える。本節ではその課題について指摘して

おく。

第 1 に，HRM の内容をさらに明確化することである。例えば，Baluch らのレビュー

で示された戦略志向と資源志向について言えば，戦略志向は公共政策との整合性や組織

ミッションとの整合性に分類することが可能であるし，資源志向は人的資本とソーシャ

ル・キャピタルの充実と効率的な人材の活用に分類することが可能である。また，表２に

示しているように， Baluch らのレビューにおいて示されているHRコンフィギュレーショ

ンのタイプの特徴をより具体的に捉えることが可能になる指標を考えていく必要がある。

非営利組織を対象とした研究においてこれらを定量的に検証することができれば，非営利

組織に対する HR アーキテクチャモデルの適用可能性を明らかにすることにつながる可

能性がある。

第２に，単純な発展段階モデルではなく，状況に応じて HR コンフィギュレーション 

が変化することをモデルに取り込むことである。Baluch らのレビューでは，HRコンフィ
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ギュレーションには管理型 HRM，従業員志向型 HRM，ハイブリッド型 HRM の 3 つの

タイプが提示されている。これらはそれぞれ異なる組織を対象とした研究から抽出された

ものであるため，一時点でのスナップショットとしてこれらのタイプが存在することが示

されていることにはなるが，同一の組織におけるタイプ間の変動については考慮されてい

ない。Ridder and McCandless（2010）のモデルにおいては，戦略志向と人的資源志向が

どちらも高い価値主導型が最終的に目指すべきタイプであるように扱われていたが，実際

には同様にバランスのとれたかたちで進化することは難しい可能性があることが後の実証

研究で示されている (176)。しかし，実際には政策変更など利害関係者によって環境変化が急

激にもたらされることも少なくない非営利組織の場合には，図 3に示しているように，組

織の置かれた状況によってハイブリッド型 HRM から管理型 HRM，従業員志向型 HRM

からハイブリッド型 HRM や管理型 HRM へと取り組みが後退する可能性もある。非営

利組織におけるHRM研究においては，この点を考慮することが必要であろう。

第 3に，人事施策に対する組織の意図と職員の知覚とのギャップを検証することである。

このテーマが重要であることはたびたび指摘されるにもかかわらず研究蓄積が少ない。ま

た，ギャップが大きければ問題も大きくなるが，非営利組織においてはそもそも職員の期

待が低いために組織側も人事施策を充実させようとしていないためにギャップが小さいこ

(176)　詳しくは，Ridder, Piening and Baluch （2012） の議論を参照のこと。

表２ HRコンフィギュレーションの各タイプの特徴

出所：筆者作成
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とから問題視されていない可能性もある。しかし，それでは職員のコミットメントを高め

ることが困難になるという問題が顕在化することにもなりうる。小規模な非営利組織にお

いては組織を発展・存続させていく上でこの点が重要な問題になると考えられる。

第 4に，プロセスや成果が経営者の意思決定に対してどのような影響を及ぼしているか

である。これまでの非営利組織の HRM に関する研究では，どのような人事施策や制度

が望ましいのか，あるいは整備された人事施策がどのような結果をもたらしうるのかにつ

いて議論が行われてきた。また，HRM のあり方は組織外部からの圧力すなわち環境要因

によって単純に決定されるだけではなく，組織の持つミッションとの緊張関係への経営者

による対応が重要であり，そこには経営者に裁量の余地があることから，対応の仕方に

よってさまざまな HRM のバリエーションが生まれる可能性があることが，Baluch らに

よるレビューによって明らかになった。

しかし，経営者の意思決定に影響を及ぼすのは，外部からの圧力だけではない。これま

での SHRM モデルは組織成果が最終目標としてきたが，その成果を経営者がどのように

把握し，意味づけるかが次の HRM に関する対応に影響を与えるにもかかわらず，その

点が検討されていない。もちろん，非営利組織における成果をどのように捉えるかについ

ては現在も議論が続けられており，決着がついていない (177) が，営利企業を対象とした 

SHRM 研究においても自社の業績を過去の業績や他社の業績と主観的に比べるかたちで

(177) 　例えば，Helmig（2014）は，非営利組織では，財務的業績などではなく，ミッションの達成
度を成果と見なすべきと主張している。

図３　状況に応じて異なる HRコンフィギュレーションの適用
　 出所：筆者作成
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捉える実証研究もあることから，経営者の成果に対する主観的判断を組織成果と見なすこ

とに問題はないと考えられている。しかし，その判断がどのように解釈され，次の HRM 

に対するアクションに対してどのような影響を及ぼしているかについてはほとんど言及さ

れていない。したがって，図 4に示しているように，今後は経営者が人事施策の運用の結

果をどのように捉え直し，次の HRM に関する意思決定につなげているのか，そのメカ

ニズムを明らかにすることが課題となる。

第５に，スタッフがどのようにコアスタッフへと変わっていくのかである。小規模な非

営利組織は，ボランティアの助けを受ける可能性が高いものの，組織内の運営を維持する

ためには，やはり有能な従業員が必要である (178)。入職直後にはコアスタッフになることを

考えていなかったスタッフが，コアスタッフになることを受け入れるようになったのはど

のような理由であり，どのようなきっかけがあったのかを明らかにすることは，リテン

ションを考える上でも重要な視点である。

例えば，Nelson（2018）は，非営利セクターの成長に対してベビーブーマー世代の引

退が迫る中でスタッフ不足の問題が顕在化することが予測されることから，より計画的な

(178) 　この点について Irwin et al.（2018：138）は，小規模な組織である中小企業の人事機能のアウ
トソーシングに関する研究において，戦略的重要性が低いものは，中小企業に典型的に見られ
る資源不足を緩和するための資源としてアウトソーシングすることが可能である一方で，競争
上の優位性をもたらす人的資本管理・開発の要素は内部で管理すべきであると述べている。また，
Nelson（2018：330）は，非営利組織においても，有能なスタッフの必要性はすべての組織，す
べての階層で感じられるだろうと述べている。

図４ HRコンフィギュレーションを規定する要因
　 出所：筆者作成
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採用戦略が必要であるが，多くの求職者にとって，そもそも非営利組織でのキャリアとい

うものがどのようなものであるのか，また個人がどのようにして非営利組織でのキャリア

を意識するようになるのかについては，ほとんど知られていないと指摘している (179)。また，

Nelson は特にキャリアの導入期である入職直後に直面する出来事が営利組織におけるそ

れとどのように異なるのか，またそれが本人の意識にどのような影響をどの程度もたらす

のかを明らかにすることによって将来の指導的立場を担う非営利組織の専門家が十分に採

用され，訓練されるようになりうると指摘している(180)。

第６に，個人を対象とした公式的な人事施策の範囲を越えた施策の有効性がどの程度有

効なのかである(181)。例えば，Becker et al.（1996）は，個人レベルでのコミットメントを

高めるために，チームビルディングや社会化などの方法を通じて上司の目標や価値観の

観点から個人のモチベーションを高めることは，個人の組織へのコミットメントに焦点を

当てるよりも，仕事のパフォーマンスに影響を与えることができると指摘している。ま

た，チームレベルで行われる組織開発の手法を用いた施策は特に小規模な非営利組織にお

いて有効性を発揮する可能性がある。

11．む　　す　　び

非営利組織の運営においてはボランティアの存在が注目されがちであるが，実際に組織

を動かす有給スタッフの存在が必要不可欠であることから，非営利組織の HRM という

分野は各国で注目されており，研究が進められている。しかしながら，この領域は営利組

織の HRM を対象とした研究と比べて蓄積がまだ十分に行われていない。その理由は，

非営利組織においては営利組織よりも賃金や昇進機会という点で十分でないこと，それゆ

えにコミットメントを引き出すことやリテンションが難しいこと，どのような組織業績の

　(179)　Nelson（2018：330）

　(180) 　Nelson は，非営利組織への入職にはさまざまなきっかけがあることを指摘している。例えば，
ボランティアの経験を通じて非営利組織での有給スタッフになることが有効なキャリア機会が
あることに気づくパターン，他では仕事が見つけられずにやむを得ず選択するパターン，入職
してから仕事の楽しさを知って留まるパターンなどである。このような人たちが非営利組織で
働くという選択肢を知ったのは意図的にではなく，偶然であることが多いことから，非営利組
織でのキャリアを考える際には「計画された偶然」理論を用いた分析が有効であると主張して
いる （2018：330）

　(181) 　「フォーマルな」人事施策以外にも，組織内には公式なものとして存在しないが従業員が参加
している「インフォーマルな」人事施策があり，フォーマルな人事施策とインフォーマルな
人事施策の両方とも，満足度と収益性との関連性は同様に正の相関があり，施策のフォーマル
さとインフォーマルさの両方がプラスの効果をもたらす可能性があることが示唆されている
（Boon et al., 2019：2528）。
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指標が適切であるのかについてまだコンセンサスができあがっていないことといった課題

が存在することにあると考えられる。

今後はこれらの課題を克服すべく，さまざまな角度，アプローチからの研究が行われる

べきである。営利組織とは異なる特徴や課題が非営利組織の SHRM にはある。それらの

課題を克服できるかが，社会においてますます重要性を増す非営利セクターの今後のあり

方を決める重要な要素の一つである。例えば，そのために現象学的アプローチを援用する

ことが一つの有効な方法となりうると考えられる。本稿でも議論したように，非営利組織

における HR アーキテクチャにはいくつかの類型があることがわかっているが，時間の

経過に伴う類型間の変化が捉えられていない。一つの類型から別の類型へと移行する際に

は，HR アーキテクチャの変化を促す要因，HR アーキテクチャのあり方を決める経営者

の判断，実際に適用された施策に対するフィートバックとしての職員の反応，そしてそれ

を受け手の経営者による新たな対応というサイクルがあることが想定される。

これまでの HRM に関する議論においては，組織業績を向上させるためにいかに優れ

た人事施策（さらにはその組み合わせ）をつくるかが検討されてきたが，実際には必ずし

もつくられた人事施策がそのままのかたちでメンバーに受け入れられるとは限らない。特

に，市場の論理と公共政策の論理が対立し，緊張関係が発生する非営利組織においてはそ

のことが大きな問題となる可能性がある。このような問題を扱っているのが交渉された秩

序という観点である。交渉された秩序とは，組織における実践の構造的な決定要因に注目

するよりも，むしろ仕事のやり方や組織のプロセスが比較的安定した社会秩序として日

常化されるミクロのプロセスの交渉に注目する考え方である(182)。例えば，Bishop and 

Waring（2016）は，イギリスの医療セクターにおける官民ハイブリッド型組織を対象と

して，組織の形成に伴って生じる緊張関係が日常業務におけるミクロレベルの相互作用を

通じてどのように扱われ，部分的に解消されるかを交渉された秩序の観点からケーススタ

ディを用いて明らかにしている。

この交渉された秩序という観点はハイブリッド型組織のみならず，非営利組織における

HRM に対しても適用可能であると考えられる(183)。特に小規模な非営利組織においては，

大企業で導入されている人事施策をそのまま導入することは難しく，試行錯誤しながら導

入せざるを得ない状況であるために，その際の経営者と職員との間の施策をめぐる交渉が

(182)　Bishop and Waring（2016: 1939）

(183) 　また，経営者と従業員との距離が近いことから直接的な交渉が行われうる小規模な組織という意
味では，中小企業におけるHRMも分析できる可能性があると考える。
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組織運営においても大きな影響を与えることから，非営利組織における HRM のメカニ

ズムの新たな側面を明らかにする上で有効なアプローチになり得ると考えられる。

非営利組織における HRM の問題は非営利組織の経営において最も重要なテーマであ

るにもかかわらず，研究蓄積が抱負にあるとは言えない発展途上の領域である。そのこと

はわが国においても同様である。そこで，本稿ではこれまでの研究の展開を詳細に追跡

し，この領域において残されている課題を提示した。今後は，それらをもとにわが国にお

いても実証研究を積み重ねていくことが必要である。
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